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 1.序論
　さまざまな自然現象が発生している中で、巨大地震の発生や異常気象などによっ
て人命に危機を及ぼしうる自然災害も多く存在する。それにより、地球環境や自然
現象の解明が重要視され、これらに関する研究への注目が高まってきた。
　その中で、地震の前兆として、地殻活動に伴う電磁気現象が研究されてきている。
例として、地震の際に発生する電磁波を直接捉える方法や、震源域上空における電
離層や大気圏の乱れから間接的に捉える方法などが考えられている。後者の一つと
して、電離層や大気圏の乱れが電波の伝搬経路上に発生した場合、伝搬特性に影響
がでると考えられる。既存の電波を利用し、その伝搬異常を発見することで地震予
知を行なう方法が研究されている。
　本研究では広帯域電波伝搬観測システムを構築した。そして、本研究で主に解析
対象としているのは、見通し内VHF帯放送波である。これに現れる伝搬異常と地震発
生の関連性について報告する。
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 2.研究例
　ここでは、地震の前兆としての電磁気現象の研究について述べる。
 2.1.地殻内部から出てくる電磁波を直接捉える方
法
　地震の発生以前の段階で、地殻内部からは自然放射波が発生する。DCからHF
帯まで、ほぼ全周波数帯で地震の前兆と見られる電波放射が報告されていて、
これを直接受信しようとする方法である。例として地電流に表れる DCでの変化
を検出するVAN法等が挙げられる。
 2.2.電離層や大気圏の擾乱から間接的に捉える方
法
　この方法は地震の前兆現象として現れた電離層下部や大気圏の擾乱を、送信
局電波の伝搬異常として観測するものである。
　この方法は主に2つの周波数帯で行なわれている。1つは、電離層・大地導
波間モードで伝搬するVLF/LF帯送信局電波に生じる伝搬異常を観測する方法で
ある。この伝搬モードでは、伝搬経路が数千kmに及ぶため、送信点と受信点を
結ぶ大円近傍の広範囲な異常現象を捉えることが可能である。もう1つは、見
通し外に送信局があるVHF帯 FM放送波の伝搬異常を観測する方法である。この
観測方法では、VLF/LFの電離層・大地導波管モードに比べ、多点観測が設定し
やすく異常現象発生地域の推定を狭める可能性が高い。さらに観測範囲を限定
する計測方法を限定する計測方法を開発し、簡易な観測装置による面的な多点
同時観測を実施できれば、異常現象発生地域を精度良く絞りこむことができる。
 2.3.本手法
　異常現象発生地域を従来の観測方法より精度良く推定することを目的とした、
見通し内VHF帯放送波(FM放送波、テレビ放送波)を用いた解析である。VHF帯
放送波では、地上見通し内伝搬範囲がおよそ100km程度であるため、これを用
いた観測方法では、異常現象発生地域を約 100km以内の範囲に絞り込むことが
可能である。また観測装置も、多点同時観測を目的として、市販機器の組合せ
で比較的容易に構築することができる。
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 3.観測方法
　観測のために構築した広帯域電波伝搬観測システムを図 3.1に示す。
　本システムは、観測対象とする周波数を LF帯から UHF帯の広帯域としている。そ
のため、観測する周波数に応じて最適なアンテナを選択できるように、複数のアン
テナを設置し切替えることで広帯域観測を行なっている。アンテナには、ループ、
ディスコーン等を用いている。解析を行なっているVHF帯放送波観測には、市販の
八木アンテナ(FM放送用、VHF-TV用)を用いている。また、受信電界強度計測には、
汎用の高周波測定器であるスペクトラムアナライザを用いて、観測する各周波数を
約 2分半で巡回受信している。アンテナ切替器とスペクトラムアナライザは、制御
用の PCによって自動制御され、24時間連続観測を可能にしている。
　そして、自動観測されたデータは、30分毎に大学のホームページサーバにアップ
ロードされ、インターネットによりほぼリアルタイムで監視できるようになってい
る。
3
図 3.1:広帯域電波伝搬観測システム
表 3.1:観測している電波の周波数
LF
MF
HF
VHF
UHF
30kHz〜300kHz
300kHz〜3MHz
3MHz〜30MHz
30MHz〜300MHz
300MHz〜3GHz
 4.解析方法
　本研究で解析に用いているのは以下の8波である。FM東京(80.0MHz)、NHK総合
(91.25MHz)、NHK教育(103.25MHz)、日本テレビ(171.25MHz)、TBS(183.25MHz)、フジ
テレビ(193.25MHz)、テレビ朝日(205.25MHz)、テレビ東京(217.25MHz)である。これ
らの見通し内VHF帯電波で、24時間自動観測している各放送局の映像波に対して、
受信電界強度変化を統計解析することで伝搬異常を識別する。
 4.1.単純移動平均
　はじめに停波を除去する。その後で、観測データから受信電界強度の短時間
ゆらぎやパルス性のノイズの影響を排除するため、各データに対して、そのデー
タから20分後までのデータ(観測は約 2分半に1回行なわれているため、1つの
移動平均を求めるのに用いるデータ数は8個前後となる)を用いた単純移動平均
を計算したものを基本データとして解析を行なう。
　単純移動平均とは、直近の n 個のデータの重み付けのない単純な平均である。
例えば、10日間の終値の移動平均とは、直近の10日間の終値の平均である。
それら終値を p
M
, p
M-1
... p
M-9
 とすると、移動平均を求める式は次のようにな
る。
(4.1.1)
　翌日の単純移動平均を求めるには、新たな終値を加え、一番古い終値を除け
ばよい。この計算は改めて総和を求めなおす必要はない。
　過去には1日の計測データを20分毎の72個のセグメントに分け、各セグメ
ントの平均値を基本データとして扱ってきた。しかし、この方法では20分(だ
いたいデータ 8つ分)で1つの平均値しか得られなかった。しかし、この移動平
均の考え方ではデータ 1つごとに、対応した平均値が1つ存在する。そのため
今までの平均値の求め方よりも、生の観測データを扱う場合に近い形で統計処
理を行うことができる。
　実際にグラフにして比較してみる。例として2007年 5月 1日にテレビ朝日の
アナログ映像波(205.25MHz)を図に示す。図4.1.1が観測されたデータをそのま
まグラフにしたもの。図4.1.2が 20分ごとの単純移動平均値を基本データとし
てグラフにしたもの。図4.1.3が過去に行なっていた20分間の平均値を基本デー
タとしてグラフにしたものである。
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　このように図4.1.3と図4.1.1を比較してみると、今まで行ってきた平均の
図4.1.1でも十分に形は分かるが、移動平均をとっている図4.1.3の方が細か
く変化しているのが分かる。
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図 4.1.1:観測データ(2007年 5月 1日 テレビ朝日)
図 4.1.2:単純移動平均(2007年 5月 1日 テレビ朝日)
図 4.1.3:平均(2007年 5月 1日 テレビ朝日)
　次は上記の例よりもさらに変動の大きい電界強度である。2007年 5月 8日に
フジテレビのアナログ映像波(193.25MHz)を図に示す。図 4.1.4が観測されたデー
タをそのままグラフにしたもの。図 4.1.5が 20分ごとの単純移動平均値を基本
データとしてグラフにしたもの。図 4.1.6が過去に行なっていた20分間の平均
値を基本データとしてグラフにしたものである。
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図 4.1.4:観測データ(2007年 5月 8日 フジテレビ)
図 4.1.5:単純移動平均(2007年 5月 8日 フジテレビ)
図 4.1.6:平均(2007年 5月 8日 フジテレビ)
　この例でも単純移動平均を用いたものが、観測データから受信電界強度の短
時間ゆらぎやパルス性のノイズの影響を排除しつつ、細かい変動も表現できて
いる。
 4.2.3σ法
　本研究では移動平均の処理を行なった基本データを対象として、3σ法を用
いて解析する。まず、σとは統計用語で標準偏差（分散の平方根）を意味し、
分布の「ばらつき」を示す。3σ法は、ばらつきを標準偏差で測定し、正規分
布の中心に平均から±3σを正常限界上限・下限として、正常限界の外に出た
場合にそのデータは異常データとするものである。
 4.2.1.標準偏差
　標準偏差は、統計値や確率変数の散らばり具合（ばらつき）を表す数値
のひとつで σ で表す。
　それぞれの点数を x
1
, x
2
, ..., x
n
 とする平均は、
(4.2.1.1)
この時、
(4.2.1.2)
を分散という。この分散の正の平方根が標準偏差である。
 4.2.2.正規分布
　正規分布は統計学や自然科学、社会科学の様々な場面で複雑な現象を簡
単に表すモデルとして用いられている。正規分布の確率要素は平均μ標
準偏差σとすると
(4.2.2.1)
と表せる。　よって正規分布の確率密度は
7
(4.2.2.2)
となる。関数 f(x)の変曲点までの距離がちょうど母標準偏差σとなって
いる。また図 4.2.2.1のように平均値±3σの範囲には全データの99.7%
が該当する。
 4.2.3.解析方法
　本研究で観測している電界強度分布は、観測周波数によって多少の偏り
は存在するものの、ほぼ正規分布をしていることは確認している。分布図
の例として日本テレビの映像波(171.25MHz)の受信電界強度分布を図 
4.2.3.1に、テレビ朝日の映像波(205.25MHz)の受信電界強度分布を図 
4.2.3.2に示す。どちらの図も本研究で全観測期間の各日の、0時から1時、
8時から9時、16時から17時に観測された電界強度を分布図にしたもので
ある。
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図 4.2.2.1:正規分布
　受信電界強度分布がほぼ正規分布をしているをしていることで、異常デー
タ判定に3σ法が適用可能であること確認できた。
　本研究で観測している見通し内VHF帯放送波は常時受信可能であるが、
日照・天候の影響を受けるため、1日の内、昼と夜でほぼ決まった変動を
繰り返している。このことは次の2つの図より確認できる。どちらの図も
テレビ朝日の映像波(205.2MHz)を観測したものである。図 4.2.3.3は 2010
年 1月 26日に観測されたものであり、図 4.2.3.4は 2010年 1月 27日に観
測されたものである。
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図 4.2.3.1:日本テレビ(171.25MHz)の受信電界強度分布
図 4.2.3.2:テレビ朝日(205.25MHz)の受信電界強度分布
　この2つの図はどちらも日常的に観測される電界強度である。しかし、
この2つの図を比較すると、図 4.2.3.3は 1日中ほぼ一定の電界強度が観
測されている。それに対し、図 4.2.3.4は 9時頃に10dB程度の落ち込み
が発生している。後者落ち込みが発生している時間は、ほぼ日の出の時間
と一致している。日常的に観測される形であるということも考えると、こ
れは日照時間の影響を受けていると考えられる。そこで本解析では、日変
化の影響を排除するために、時間帯別に基本データを分ける。そして、全
観測期間の平均値と標準偏差を各時間帯ごとに別々に算出し、異常データ
の判定を行なっている。
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図 4.2.3.3:2010年 1月 26テレビ朝日(205.2MHz)
図 4.2.3.4:2010年 1月 27テレビ朝日(205.2MHz)
 4.2.4.伝搬異常例
　伝搬異常を示した観測データ例を示す。図 4.2.4.1は 2007年 5月 8日
にフジテレビの映像波(193.25MHz)で観測された伝搬異常である。このデー
タでは0時から7時頃にかけて、受信電界強度が激しく変動している。最
小値は1時23分に観測された-89.8dBmで、平均値 mよりも21.2dB下がっ
ている。標準偏差で表現しても平均値 mよりも-5.29σも外れている。こ
れは極めて出現確率の低いデータといえる。
　この伝搬異常が観測された20時間後に2007年 5月 8日 21時 01分に茨
城県南部（北緯 36度 03分 , 東経139度 53分）を震央とするマグニチュー
ド4.5、震源の深さ46kmの地震が発生していた。東京、桐生間の見通し内
VHF帯電波の電波の伝搬経路からは29.0kmの位置である。
　もう1つ伝搬異常を示した観測データ例を示す。図 4.2.4.2は 2007年
8月 16日に TBSの映像波(183.25MHz)で観測された伝搬異常である。この
データでは19時から24時頃にかけて、受信電界強度が大きく落ち込んで
いる。最小値は23時 14分に観測された-93.9dBmで、平均値 mよりも
23.4dB下がっている。標準偏差で表現しても平均値 mよりも-6.65σも外
れている。これは極めて出現確率の低いデータといえる。
　この伝搬異常が観測された38時間後に2007年 8月 18日 13時 36分に千
葉県北東部（北緯 35度 21分 , 東経140度 21分）を震央とするマグニ
チュード4.5、震源の深さ24kmの地震が発生していた。東京、桐生間の
見通し内VHF帯電波の電波の伝搬経路からは64.3kmの位置である。
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図 4.2.4.1:伝搬異常例(2007年 5月 8日 フジテレビ)
 4.2.5.本研究での伝搬異常数
　平均値 mより3σ以上外れたデータを伝搬異常とした場合の、全観測期
間中における異常データの出現回数と出現頻度を表 4.2.5.1に表す。
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図 4.2.4.2:伝搬異常例(2007年 8月 16日 TBS)
表 4.2.5.1:伝搬異常データ数と出現頻度
放送局
80.0 6287 / 625191 1.005
91.25 4961 / 624950 0.793
103.25 4786 / 606522 0.789
日本テレビ 171.25 4559 / 622927 0.731
TBS 183.25 3442 / 621946 0.553
フジテレビ 193.25 2363 / 624736 0.378
テレビ朝日 205.25 3575 / 622241 0.574
テレビ東京 217.25 5600 / 618466 0.905
周波数[MHz] 異常数 / 全データ数 頻度[%]
FM 東京
NHK総合
NHK教育
　受信電界強度分布が完全な正規分布であった場合、平均値 m、標準偏差
σによる m±3σの範囲外となるのは全データの0.3%である。完全な正規
分布でないせいか、どの放送局の映像波で観測された電界強度でもこれよ
りも少し発生頻度が多い。それでも十分少ない発生頻度ではあるため、
m±3σ以上外れたデータを伝搬異常データと判定する基準は妥当である。
　さらにここから、地震と関連性のありそうな伝搬異常の共通点を捜し出
すことにより、さらに条件を厳しくし、伝搬異常と判定されるデータ数を
限定していく。
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 5.解析条件
　見通し内VHF帯電波伝搬に現れる伝搬異常と、電波伝搬経路周辺を震央とす
る地震との関連性を統計的に検討する。そして、様々な条件で統計解析を行な
うことで、互いに影響を及ぼす境界線がどこにあるか検証していく。
 5.1.地震
　観測期間中に発生した地震の中から本観測結果に影響を及ぼしそうにない地
震を除外する。解析対象とする地震の規模や震央の範囲を限定していく。マグ
ニチュードの小さい地震では規模が小さくて、VHF帯放送波の伝搬に影響を及
ぼさないことが推測される。また、震央の範囲に関しても、あまり遠くで発生
した地震ではVHF帯放送波の伝搬に影響を及ぼさないことが推測される。
　よって下記の条件を変化させることによる関連する確率の変化について考察
する。
 5.1.1.マグニチュード
　マグニチュードの大きな地震に限定していく。それにより、はっきりと
電波伝搬に影響を与えるものに限定し、異常電波伝搬と関連する確率の高
い結果が得られる条件を探す。地震をそれぞれ M4.0以上、M4.3以上、
M4.5以上、M4.7以上の4通りの条件で試した。マグニチュード以外は下
記の条件である。
　観測期間
　　・2007/2/1から2009/10/31(1005日間)
　地震
　　・電波の伝搬経路からの距離70km以内
　　・震源の深さ50km以内
　伝搬異常
　　・3局の放送局で同時に伝搬異常が観測
　　・伝搬異常と判定されたデータの内、最も大きく平均値から外れたも
　　　のは m±6σ以上の変動
　「関連性あり」とする期間
　　・伝搬異常が観測されてから2日以内に地震が発生した場合に「関連
　　　性あり」と判定
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　これらの条件で地震と伝搬異常の関連する確率を求めたのが表 5.1.1.1
である。
　この結果から、検証した4つの条件のうち最もよい結果となっているの
は「M4.5以上」と考えられる。
　M4.0以上、M4.3以上の場合では M4.5以上の場合と比較して、統計対象
となる地震の数(左の分母)が増えている。しかし、伝搬異常と関連性があ
ると判定された地震の数(左の分子)や地震と関連性があると判定された伝
搬異常の数(右の分子)はほとんど変わっていない。M4.0以上のときに、
伝搬異常と関連性があると判定された地震の数(左の分子)が、M4.5以上
のときよりも1つ多くなってはいる。しかしこれは、地震と関連性がある
と判定された伝搬異常の数(右の分子)が変化していない。地震が短期間に
連続して発生したために、たまたま別の地震と関連性のあった伝搬異常が
判定に引っかかったものと推測できる。
　M4.7以上の場合では、電波の伝搬経路からの距離70km以内、震源の深
さ50km以内とともにこの条件を満たす地震が発生していない。
　これらのことより、現時点ではマグニチュード「4.5以上」の地震なら
ば電波伝搬に影響を与える規模であると考え、この条件で統計解析を行なっ
ている。
 5.1.2.電波の伝搬経路からの距離
　伝搬経路の近くで発生した地震に限定していく。マグニチュードのとき
と同様に、はっきりと電波伝搬に影響を与えるものに限定し、異常電波伝
搬と関連する確率の高い結果が得られる条件を探す。地震の発生した位置
の条件をそれぞれ50km以内から90km以内までを10kmきざみで変化させて
いった。
　電波の伝搬経路からの距離以外は下記の条件である。
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表 5.1.1.1:地震におけるマグニチュード別の関連する確率
規模
4/25 (16.0%) 3/15 (20.0%)
3/10 (30.0%) 3/15 (20.0%)
3/7 (42.9%) 3/15 (20.0%)
0/0
伝搬異常と関連した地震の数/発生した地震の数 地震と関連した伝搬異常の数/発生した伝搬異常の数
M4.0以上
M4.3以上
M4.5以上
M4.7以上 0/15（0.0%）
　観測期間
　　・2007/2/1から2009/10/31(1005日間)
　地震
　　・マグニチュード4.5以上
　　・震源の深さ50km以内
　伝搬異常
　　・3局の放送局で同時に伝搬異常が観測
　　・伝搬異常と判定されたデータの内、最も大きく平均値から外れたも
　　　のは m±6σ以上の変動
　「関連性あり」とする期間
　　・伝搬異常が観測されてから2日以内に地震が発生した場合に「関連
　　　性あり」と判定
　これらの条件で地震と伝搬異常の関連する確率を求めたのが表 5.1.2.1
である。
　この結果から、検証した5つの条件のうち最もよい結果となっているの
は「70km以内」と考えられる。
　90km以内、80km以内の場合では70km以内の場合と比較して、統計対象
となる地震の数(左の分母)が増えている。それに伴い、伝搬異常と関連性
があると判定された地震の数(左の分子)が、70km以内のときよりも多く
なってはいる。しかしこれは、地震と関連性があると判定された伝搬異常
の数(右の分子)が変化していない。これはマグニチュードのときと同様に、
地震が短期間に連続して発生したために、たまたま別の地震と関連性があっ
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表 5.1.2.1:地震における電波の伝搬経路からの距離別の関連する確率
距離
5/16 (31.2%) 3/15 (20.0%)
4/13 (30.8%) 3/15 (20.0%)
3/7 (42.9%) 3/15 (20.0%)
伝搬異常と関連した地震の数/発生した地震の数 地震と関連した伝搬異常の数/発生した伝搬異常の数
90km以内
80km以内
70km以内
60km以内 1/4（25.0%） 1/15（6.7%）
50km以内 1/4（25.0%） 1/15（6.7%）
た伝搬異常が判定に引っかかったものと推測できる。
　60km以内の場合では70km以内の場合と比較して、統計対象となる地震
の数(左の分母)が減っている。それに伴い、伝搬異常と関連性があると判
定された地震の数(左の分子)も、70km以内のときよりも少なくなってい
る。しかし、この2つの条件の間にある3回の地震の内、2回は伝搬異常
と関連するものであった。さらに地震と関連性があると判定された伝搬異
常の数(右の分子)までが減っていることを考えると、この2回の地震は伝
搬異常を伴って発生したものであり、統計処理から除外すべきものではな
いと考える。
　これらのことより、現時点では電波の伝搬経路からの距離が「70km以
内」の地震ならば電波伝搬に影響を与える距離であると考え、この条件で
統計解析を行なっている。この範囲を図に示すと次の図 5.1.2.1のよう
になる。
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図 5.1.2.1:電波伝搬に影響を及ぼすと予想される
地震の発生範囲
 5.1.3.震源の深さ
　震源の深さは、3次元的に考えれば電波の伝搬経路からの距離と考える
こともできる。そのため、震源の浅い地震に限定することで、伝搬経路の
近くで発生した地震に限定していくことになる。よって地震をはっきりと
電波伝搬に影響を与えるものに限定し、異常電波伝搬と関連する確率の高
い結果が得られる条件を探す。震源の深さの条件をそれぞれ60km以内か
ら30km以内までを10kmきざみで変化させていった。
　震源の深さ以外は下記の条件である。
　観測期間
　　・2007/2/1から2009/10/31(1005日間)
　地震
　　・マグニチュード4.5以上
　　・電波の伝搬経路からの距離70km以内
　伝搬異常
　　・3局の放送局で同時に伝搬異常が観測
　　・伝搬異常と判定されたデータの内、最も大きく平均値から外れたも
　　　のは m±6σ以上の変動
　「関連性あり」とする期間
　　・伝搬異常が観測されてから2日以内に地震が発生した場合に「関連
　　　性あり」と判定
　これらの条件で地震と伝搬異常の関連する確率を求めたのが表 5.1.3.1
である。
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表 5.1.3.1:地震における震源の深さ別の関連する確率
深さ
3/8 (37.5%) 3/15 (20.0%)
3/7 (42.9%) 3/15 (20.0%)
2/4 (50.0%) 2/15 (13.3%)
1/2 (50.0%) 1/15 (6.7%)
伝搬異常と関連した地震の数/発生した地震の数 地震と関連した伝搬異常の数/発生した伝搬異常の数
60km以内
50km以内
40km以内
30km以内
　この結果から、検証した4つの条件のうち最もよい結果となっているの
は「50km以内」と考えられる。
　60km以内の場合では50km以内の場合と比較して、統計対象となる地震
の数(左の分母)が増えている。しかし、伝搬異常と関連性があると判定さ
れた地震の数(左の分子)が、50km以内と同じ 3回である。そのため、50km
以内では電波伝搬に影響を与えていない地震を1つ除外できたと考えられ
る。
　また40km以内、30km以内の場合では50km以内の場合と比較して、統計
対象となる地震の数(左の分母)が減っている。それに伴い、伝搬異常と関
連性があると判定された地震の数(左の分子)も、50km以内のときよりも
少なくなっている。40km以内、30km以内の場合の方が、50km以内よりも
地震と伝搬異常の関連する確率が高い。しかし、ここでも地震と関連性が
あると判定された伝搬異常の数(右の分子)が減っている。このことを考え
ると、伝搬異常を伴って発生した地震を統計処理から除外していることに
なる。
　これらのことより、現時点では震源の深さが「50km以内」の地震なら
ば電波伝搬に影響を与える深さであると考え、この条件で統計解析を行なっ
ている。
 5.2.伝搬異常
　伝搬異常の発生頻度は3σ法により、全観測データの1%程度に判別されてい
る。しかし、前章で説明した地震の条件から、解析対象となる地震発生数はか
なり限定されている。そのため、伝搬異常も、規模が大きく、近距離で発生し
た地震との関連が予想される。よって、解析対象となる地震と関連性のある伝
搬異常の共通点を探し、その条件によって統計解析の対象となるデータを限定
する。
 5.2.1.複数の放送波で同時発生
　地震と関連性のある伝搬異常が観測される場合、1つの放送波のみで伝
搬異常が観測されるのではなく、本研究で解析対象としている8局の映像
波の全てで伝搬異常が観測されるようだ。例として、4.2.4章で挙げた地
震伴っていた伝搬異常2つで、他の放送波ではどのような電界強度が観測
されているかを図に示す。まず 2007年 5月 8日に観測された伝搬異常の例
である。破線で示される内側の正常限界が m±3σ、外側が m±6σである。
図 5.2.1.1が FM東京の放送波(80.0MHz)、同様に図 5.2.1.2が NHK総合
(91.25MHz)、図 5.2.1.3が NHK教育(103.25MHz)、図 5.2.1.4が日本テレ
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ビ(171.25MHz)、図 5.2.1.5が TBS(183.25MHz)、図 5.2.1.6がフジテレビ
(193.25MHz)、図 5.2.1.7がテレビ朝日(205.25MHz)、図 5.2.1.8がテレビ
東京(217.25MHz)である。
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図 5.2.1.1:2007年 5月 8日 FM東京(80.0MHz)
図 5.2.1.2: 2007年 5月 8日 NHK総合(91.25MHz)
図 5.2.1.3:2007年 5月 8日 NHK教育(103.25MHz)
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図 5.2.1.4:2007年 5月 8日 日本テレビ(171.25MHz)
図 5.2.1.5:2007年 5月 8日 TBS(183.25MHz)
図 5.2.1.6:2007年 5月 8日 フジテレビ(193.25MHz)
　 この8局の図では、全ての放送波で0時から10時頃にかけて、大きさ
に違いはあるものの、不規則な変動をしていた。中には m±3σを越えて
いないものもあり、統計解析上で全て伝搬異常と判断されるわけではない。
しかし、図からは8局全ての放送波でほぼ同時に、明らかな伝搬異常が観
測されていることがわかる。
　 次に2007年 8月 16日に観測された伝搬異常の例である。破線で示さ
れる内側の正常限界が m±3σ、外側が m±6σである。図 5.2.1.9が FM東
京の放送波(80.0MHz)、同様に図 5.2.1.10が NHK総合(91.25MHz)、図 
5.2.1.11が NHK教育(103.25MHz)、図 5.2.1.12が日テ本レビ
(171.25MHz)、図 5.2.1.13が TBS(183.25MHz)、図 5.2.1.14がフジテレビ
(193.25MHz)、図 5.2.1.15がテレビ朝日(205.25MHz)、図 5.2.1.16がテレ
ビ東京(217.25MHz)である。
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図 5.2.1.7:2007年 5月 8日 テレビ朝日(205.25MHz)
図 5.2.1.8:2007年 5月 8日 テレビ東京(217.25MHz)
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図 5.2.1.9:2007年 8月 16日 FM東京(80.0MHz)
図 5.2.1.10:2007年 8月 16日 NHK総合(91.25MHz)
図 5.2.1.11:2007年 8月 16日 NHK教育(103.25MHz)
24
図 5.2.1.12:2007年 8月 16日 日本テレビ(171.25MHz)
図 5.2.1.13:2007年 8月 16日 TBS(183.25MHz)
図 5.2.1.14:2007年 8月 16日 フジテレビ(193.25MHz)
　こちらの8局の図では、全ての放送波で22時から24時頃にかけて、大
きな一度の落ち込みが観測されていた。8局全ての放送波でほぼ同時に、
明らかな伝搬異常が観測されていることがわかる。
　この検証により、地震を伴う伝搬異常が観測されるときには、どれか1
つの放送波のみで伝搬異常が観測されるのではなく、複数の放送波で同時
に観測される。
　ただし周波数によっては、変動しているのは明らかだが、m±3σを越
えないものもある。そのため余裕を持って、地震を伴う伝搬異常ならば確
実に満たすと思われる「3局以上の放送局の映像周波数で同時刻で異常と
判定されたもの」 を統計解析の条件としている。
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図 5.2.1.15:2007年 8月 16日 テレビ朝日(205.25MHz)
図 5.2.1.16:2007年 8月 16日 テレビ東京(217.25MHz)
 5.2.2.最大値
　5.2.1章で地震を伴う伝搬異常が観測されるときには、複数の放送波で
大小の違いはあるが同時に変動することを確認した。そして、最大の変動
をする周波数がどれなのかは毎回異なる。しかし、どの周波数が最大の場
合でも、大きく変動することは間違いない。そのため、ここでも5.2.1で
扱た2つの例について検証を行なう。
　まずは2007年 5月 8日に観測された伝搬異常の例が図 5.2.2.1である。
このときに最大値をとったのはテレビ東京の映像波(217.25MHz)である。0
時49分に m±8.27σが観測されている。これは極めて発生頻度の少ない
データである。
　次に2007年 8月 16日に観測された伝搬異常の例が図 5.2.2.2である。
このときに最大値をとったのは TBSの映像波(183.25MHz)である。23時 06
分に m±7.69σが観測されている。これも極めて発生頻度の少ないデータ
である。
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図 5.2.2.1:2007年 5月 8日 テレビ東京(217.25MHz)
図 5.2.2.2:2007年 8月 16日 TBS(183.25MHz)
　どちらの例でも m±3σよりもはるかに大きな変動が観測されている。
そのため余裕を持って、地震を伴う伝搬異常ならば確実に満たすと思われ
る「8局の放送局の映像周波数で最大の変動をしているデータは m±6σを
越えている」 を統計解析の条件としている。
　そして、この条件のある、なしで統計解析の結果がどのように変わるを
検証する。
　最大変動以外の条件は下記の条件である。
　観測期間
　　・2007/2/1から2009/10/31(1005日間)
　地震
　　・マグニチュード4.5以上
　　・震源の深さ50km以内
　　・電波の伝搬経路からの距離70km以内
　伝搬異常
　　・3局の放送局で同時に伝搬異常が観測
　「関連性あり」とする期間
　　・伝搬異常が観測されてから2日以内に地震が発生した場合に「関連
　　　性あり」と判定
　これらの条件で地震と伝搬異常の関連する確率を求めたのが表 5.2.2.1
である。
　この結果より、最大の変動での判定を用いない場合では、解析対象とな
る伝搬異常の数(左の分母)が大きくなりすぎてしまい、地震との関連性が
はっきりしない。「最大変動は m±6σ以上」という条件により、強く地
震の影響を受けていると思われる伝搬異常のみに限定できている。　
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表 5.2.2.1:最大変動での判定と関連する確率
最大変動での判定
なし 10/370 (2.7%) 4/7 (57.1%)
あり 3/15 (20.0%) 3/7 (42.9%)
地震と関連した伝搬異常の数/発生した伝搬異常の数 伝搬異常と関連した地震の数/発生した地震の数
 5.3.「関連性あり」と判定する条件
　本研究では経験則からずっと、見通し内VHF帯の伝搬異常が観測されてから
「2日以内」で、それに伴う電波伝搬路周辺を震央とする地震が観測されると
考えてきた。統計的な解析を行なうようになってからも、その条件を用いるこ
とにより、両者の間に関連性が存在する可能性が高いと考えられる結果を得ら
れている。
　しかし、地震に伴う伝搬異常観測の研究で最も多く行なわれている見通し外
VHF帯伝搬異常観測では、もっと長いスパンで関連性を考えている。地震発生
の1週間前や2週間前から、伝搬異常が観測されると報告している。
　そこで本研究で解析を行なっている見通し内VHF帯電波伝搬観測でも、「関
連性あり」とする期間をもっと長く考えることで、地震とそれに伴う伝搬異常
の関連性が強くならないか検証する。
 5.3.1.「関連性あり」とする期間
　まずは今まで2日以内と考えてきた期間を変えて、それに伴い関連性が
どのように変化するかについて検証する。他の地震や伝搬異常は同じ条件
で検証する。そのため、伝搬異常が観測されてから、地震を「関連性あり」
として扱うことができる期間が長ければ長い程、両者の関連性は高くなる
はずである。よってここでは、2日以内の他に、1日以内、4日以内、7日
以内の4つの条件で、地震とそれに伴う伝搬異常の関連する確率を比較す
る。
　「関連性あり」とする期間以外の条件は下記の条件である。
　観測期間
　　・2007/2/1から2009/10/31(1005日間)
　地震
　　・マグニチュード4.5以上
　　・電波の伝搬経路からの距離70km以内
　　・震源の深さ50km以内
　伝搬異常
　　・3局の放送局で同時に伝搬異常が観測
　　・伝搬異常と判定されたデータの内、最も大きく平均値から外れたも
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　　　のは m±6σ以上の変動
　これらの条件で検証した結果が表 5.3.1.1である。
　この結果から1日以内、4日以内、7日以内の場合の関連する確率を、
今まで考えてきた2日以内の場合の関連する確率と比較する。そして、ど
のような期間で統計解析を行なうのがよいのか考察する。
　まず 1日以内の場合を2日以内と比較する。表 5.3.1.1を見る限り、こ
こでは2日以内で考えていく方がよさそうである。その理由は、伝搬異常
と関連性があると判定された地震の数(左の分子)が1日以内の場合の方が
1回少なくなっている。その上この1回は、地震と関連性があると判定さ
れた伝搬異常の数(右の分子)の方にも影響している。つまり、1日の違い
にお互いに「関連性あり」と判定されたものが含まれている。そのためこ
こでは、この1日の違いにはもっとデータ数が増えた場合に、より多くの
現象が含まれてくる可能性が考えられる。そのため、伝搬異常が観測され
てから2日以内に発生した地震までは、「関連性あり」として扱う方がよ
いと考える。
　次に4日以内の場合を2日以内と比較する。表 5.3.1.1からは、明らか
に2日以内の方がよい結果である。その理由は、伝搬異常が観測されてか
ら2日以内に発生した地震を「関連性あり」として扱う場合と比べると、
伝搬異常が観測されてから4日以内に発生した地震を「関連性あり」とし
て扱う場合では、「関連性あり」として扱うことのできる期間が2倍になっ
ている。つまり単純に考えると、地震と伝搬異常の関連する確率も2倍に
なってもおかしくはない。しかし、表 5.3.1.1の結果から、「関連性あ
り」として扱うことのできる期間は2倍に増えているにも関わらず、地震
と伝搬異常の関連していた確率は、2倍どころか全く変化していない。
「関連性あり」とする期間を延ばしても、その延ばした期間での地震と伝
搬異常の関連性が全くない以上、この期間の延長は意味のないものと考え
る。そのため、伝搬異常が観測されてから2日以内に発生した地震までを、
「関連性あり」として扱う方がよいと考える。
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表 5.3.1.1:伝搬異常と地震を「関連性あり」とする期間と関連する確率
関連とする期間
2/15 (13.3%) 2/7 (28.6%)
3/15 (20.0%) 3/7 (42.9%)
3/15 (20.0%) 3/7 (42.9%)
4/15 (26.6%) 4/7 (57.1%)
地震と関連した伝搬異常の数/発生した伝搬異常の数 伝搬異常と関連した地震の数/発生した地震の数
1日
2日
4日
7日
　最後に7日以内の場合を2日以内と比較する。表 5.3.1.1を見る限り、
ここでは2日以内で考えていく方がよさそうである。これは、伝搬異常と
関連性があると判定された地震の数(左の分子)が7日以内の場合の方が
1回多くなっている。この1回をどのように扱うべきかという問題である。
できることなら、伝搬異常が観測されてから7日以内に発生した地震を
「関連性あり」とする条件は、今後の統計解析には使いたくない。その理
由は、1回の伝搬異常の観測に対し、あまり長期間を地震と「関連性あり」
として扱うことができてしまうと、特に地震と伝搬異常が無関係であった
としても、地震が発生すれば、どれかの伝搬異常と関連性があることにな
りかねない。極端な話、伝搬異常が観測されてから7日以内に地震が発生
していれば「関連性あり」という条件のときに、伝搬異常が7日に1回観
測されてしまえば、いつ地震が発生しても、地震が伝搬異常に関連する確
率は100%になってしまうのである。実際には解析対象を限定する条件を
厳しくし、地震も伝搬異常も十分に数を絞っている。そのため、ここまで
極端なことにはならない。しかし可能な限り、地震が発生してよい期間が
短い中で、その期間中に発生している方がよい。見通し外 VHF帯電波伝搬
を解析している研究の場合には数年に1回しか発生しないような、大規模
の地震のみを解析対象としている。そのため、1週間前に伝搬異常が観測
されていたとしても地震との関連性があると考えることができる。しかし、
本研究では統計的に解析を行なっているため、どうしても最低限度のデー
タ数は必要となってしまう。やはり、7日は長すぎるだろう。そして、
「関連性あり」とする期間を2日から7日に延ばしたことで増えた1回の、
お互いに「関連性あり」と判定されている地震と伝搬異常の重要性を考え
る。4日以内と2日以内を比較した場合と同様に考えると、搬異常が観測
されてから2日以内に発生した地震を「関連性あり」として扱う場合と比
べると、伝搬異常が観測されてから7日以内に発生した地震を「関連性あ
り」として扱う場合では、「関連性あり」として扱うことのできる期間が
3.5倍になっている。つまり単純に考えると、地震と伝搬異常の関連する
確率も3.5倍になってもおかしくはない。しかし、表 5.3.1.1の結果から、
「関連性あり」として扱うことのできる期間は3.5倍に増えているにも関
わらず、地震と伝搬異常の関連していた確率は、約 1.3倍(1回)しか増え
ていない。これでは地震と伝搬異常を「関連性あり」として扱うことので
きる期間を延ばしても、関連する確率が高くなることは期待できそうにな
い。よってこの検証でも伝搬異常が観測されてから2日以内に発生した地
震までを、「関連性あり」として扱う方がよいと考える。
　まとめると、地震と伝搬異常の「関連性あり」として扱うことのできる
期間を1日、2日、4日、7日と変化させて、解析を行なった。表 5.3.1.1
からそれぞれの期間でどれだけ地震と伝搬異常の関連する確率が高くなっ
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たかを検証した結果、今まで考えてきた伝搬異常が観測されてから2日以
内に発生した地震を「関連性あり」とする条件が、最も本研究の統計解析
に適した条件であると考えられる。
 5.3.2.「関連性あり」とする時期
　5.3.1章の検証から、本研究の統計解析では、伝搬異常を観測してから
2日以内に発生した地震が「関連性あり」と考えられそうである。
　ここでは、5.3.1章の検証よりもわかりやすい方法で、地震の1週間以
上前に伝搬異常が観測されると考えた場合と、2日以内の場合を比較する。
ここでは図 5.3.2.1のように、2日以内の場合と平等に比較するため、伝
搬異常は地震の1週間前あたりの2日間で観測されていると考える。つま
り、期間は2日間で固定し、どの時期に発生しているかで、地震と伝搬異
常の関連する確率を求めて比較する。これならば、単純に地震と伝搬異常
の関連する確率の高い条件が、本研究で扱う統計解析の条件として適して
いることになる。今回の検証で扱う条件は、地震発生の直前から2日前、
6日から8日前(1週間前)、7日から9日前(１週間前)、13日から15日前
(2週間前)、14日から16日前(2週間前)である。
　「関連性あり」とする期間以外の条件は下記の条件である。
　観測期間
　　・2007/2/1から2009/10/31(1005日間)
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図 5.3.2.1:5.3.2章で行なう検証
　地震
　　・マグニチュード4.5以上
　　・電波の伝搬経路からの距離70km以内
　　・震源の深さ50km以内
伝搬異常
　　・3局の放送局で同時に伝搬異常が観測
　　・伝搬異常と判定されたデータの内、最も大きく平均値から外れたも
　　　のは m±6σ以上の変動
　これらの条件で検証した結果が表 5.3.2.1である。
　この結果から、伝搬異常が観測されてから2日以内に発生した地震を
「関連性あり」とする条件が、最も本研究の統計解析に適していると考え
られる。1週間前や2週間前では、地震と伝搬異常の関連性が全くない。
 5.4.まとめと考察
　ここまでの結果から、本研究に適している解析条件は下記のようになった。
　観測期間
　　・2007/2/1から2009/10/31(1005日間)
　地震
　　・マグニチュード4.5以上
　　・電波の伝搬経路からの距離70km以内
　　・震源の深さ50km以内
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表 5.3.2.1:伝搬異常と地震を「関連性あり」とする時期と関連する確率
関連とする時期
3/15 (20.0%) 3/7 (42.9%)
0/15 (0.0%) 0/7 (0.0%)
0/15 (0.0%) 0/7 (0.0%)
0/15 (0.0%) 0/7 (0.0%)
0/15 (0.0%) 0/7 (0.0%)
地震と関連した伝搬異常の数/発生した伝搬異常の数 伝搬異常と関連した地震の数/発生した地震の数
発生〜2日
6日〜8日
7日〜9日
13日〜15日
14日〜16日
　伝搬異常
　　・3局の放送局で同時に伝搬異常が観測
　　・伝搬異常と判定されたデータの内、最も大きく平均値から外れたも
　　　のは m±6σ以上の変動
　「関連性あり」とする期間
　　・伝搬異常が観測されてから2日以内に地震が発生した場合に「関連 
　　　性あり」と判定
　そしてこの条件による、見通し内VHF帯電波伝搬に現れる伝搬異常と、電波
伝搬路周辺を震央とする地震の関連する確率は次の表 5.4.1のようになる。
　この結果について考察する。地震が伝搬異常に関連性がある確率は
(42.8%)、伝搬異常が地震と関連している確率は(20.0%)である。一見、この数
字のみを考えると、あまり高い確率ではないと考える人がいるかもしれない。
しかしこれは、見通し内VHF帯電波伝搬に現れる伝搬異常と、電波伝搬路周辺
を震央とする地震には強い関連性があるといえる結果である。
　その根拠について説明する。確かにお互いに関連性のある確率のみを考えた
場合、あまり大きな数値ではないかもしれない。しかしこれは、伝搬異常が観
測されてから2日以内に地震が発生した場合を「関連性あり」と判定した場合
の結果である。その上、この統計解析の対象としているデータは、1005日間の
観測によるものである。これらの条件を考慮すると、伝搬異常と地震には強い
関連性があるといえる結果となる。
　表 5.4.1から1005日の観測期間中に発生した伝搬異常は15回である。そし
て、伝搬異常が観測されてから、2日以内に地震が発生すれば「関連性あり」
となる。つまり、地震が伝搬異常と「関連性あり」として扱われるためには、
1005日の内の決められた30日に発生している必要がある。そして地震の方の
結果(表の左)では、この解析に用いているデータ内で、地震は7回発生してい
る。その中で、伝搬異常と「関連性あり」と判定されているものは3回発生し
ている。つまり、30/1005(約 2.9%)の地震しか、伝搬異常と「関連性あり」と
はならないはずであるが、3/7(42.8%)の地震が伝搬異常と「関連性あり」となっ
ている。これを図に表すと図 5.4.1のようになる。このことから、地震は明ら
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表 5.4.1:本研究に適している条件での統計解析結果
3/7 (42.8%) 3/15 (20.0%)
伝搬異常と関連した地震の数/発生した地震の数 地震と関連した伝搬異常の数/発生した伝搬異常の数
かに伝搬異常が観測された直後に偏って発生している。つまり、見通し内VHF
帯電波伝搬に現れる伝搬異常と、電波伝搬路周辺を震央とする地震には強い関
連性があることになる。
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図 5.4.1:伝搬異常と「関連性あり」と判定される期間とその
期間中に発生した地震
 6.気象条件
　上記までで、見通し内VHF 帯電波伝搬に現れる伝搬異常と、電波伝搬路周辺を震
央とする地震との関連性について統計的に検討してきた。1000 日以上蓄積してきた
データを対象に統計解析を行うと、解析条件を満たす地震は7 回発生していた。そ
の中で伝搬異常と「関連性あり」と判定された地震は3 回発生していた。この結果
から、両者の間には関連性が存在する可能性が高い。しかし、伝搬異常と「関連性
なし」と判定された地震も4 回発生しており、その原因について考察する必要があ
る。見通し内VHF 帯電波は、対流圏を伝搬していると予想されるため、伝搬経路付
近に発生する気象の影響を受けると考えられる。そこで本稿では、伝搬異常が気象
の影響によって観測されなくなった可能性について考察する。
　具体的には伝搬異常を伴うと予想された7 回の地震発生前の最大風速を検証する。
伝搬異常と「関連性あり」の場合と「関連性なし」の場合に分けて比較する。
　まずは高層の気象について検証しておく。
 6.1.高層気象観測
 6.1.1.高層気象観測とは
　高層大気における気圧、気温、湿度、風向・風速などの気象要素を測
定する観測を高層気象観測という。高層気象観測には、気球に吊り下げ
た測器により大気を直接測るラジオゾンデによる観測と電波により間接
的に高層の風向・風速を測るウィンドプロファイラによる観測がある。 
　気象庁では、全国 18地点の気象官署において定常的（9時、21時）に、
また不定期ではあるが4隻の海洋気象観測船においてラジオゾンデによる
高層気象観測を実施している。また、ウィンドプロファイラは電波を利
用して上空の風を測定する一種のレーダーであり、全国 31地点の観測局
に設置されている。
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 6.1.2.高層気象観測の利用法
　見通し内VHF 帯電波伝搬に影響を与える気象条件を検証するためには、
可能であれば地表面ではなく、ある程度の高さ(とはいっても対流圏での
現象と考えているため、そこまで高くはないと予想される)の気象条件を
用いるのが望ましい。
　確かに高層の気象データがそのまま使えるならばそれでいいのだが、実
際には東京タワー、群馬大学(桐生市)間の見通し内VHF帯電波の伝搬経路
付近に都合良く観測地点はない。最も近いのは「舘野（茨城県つくば市）」
であり、関東平野で唯一の「高層気象観測」が行なわれている地点である。
　さらに上記の通り、観測は毎日 9時と21時にしか行なわれていない。
そのため、この高層気象観測のデータを統計解析に用いるには、明らかな
データ不足である。そのための別の利用方法を考える必要がある。
　ここで本研究では風の強さについて、具体的な数値は議論する必要は
ない。日常の中で相対的に強めなのか、それとも弱めなのかが分かれば
十分である。そのため、関東平野の風の傾向について検証する。「地表
面で風が強いときには高層でも風が強く、地表面で風が弱いときには高
層でも風が弱い」ということになれば、地表面での風の強弱を検証する
ことで、高層での風の強弱を検証していることに等しい。
　よって地表面での風速から、強い(5[m/s]以上)、普通(3~4[m/s])、弱い
(2[m/s]以下)に分け、それぞれ3つずつ選んだ。そして「高層気象観測」
の気象データの内、高さ1kmまでの風の強さを抽出した。それが次の表で
ある。それぞれ地表面の風の強さが表 6.1.2.1が強い場合、表 6.1.2.2
が普通の場合、表 6.1.2.3が弱い場合である。表中では風速がジオポテン
シャル高度ごとの値となっている。ジオポテンシャル高度の説明を下記に
示す。
　単位質量あたりの空気塊が持つ位置エネルギーは、重力加速度の鉛直積
分で定義され、この物理量のことをジオポテンシャルという。高度ｚ mに
位置している空気塊のジオポテンシャルを高度ｚで割った量のことをジオ
ポテンシャル高度と呼ぶ。重力加速度は地球大気内では、鉛直方向にほと
んど変化しないため、ジオポテンシャル高度と高度はほぼ同じ値になる。
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表 6.1.2.1:高層の風の強さ(地上の風が5[m/s]以上の場合)
表 6.1.2.2:高層の風の強さ(地上の風が（3[m/s]から4[m/s]の場合)
表 6.1.2.3:高層の風の強さ(地上の風が2[m/s]以下の場合)
観測された日時
7.1 5.0 9.4
5.7 (31) 5.0 (31) 7.5 (31)
11 (185) 11 (194) 21 (173)
15 (494) 15 (522) 20 (472)
12 (818) 15 (849) 28 (789)
2009年02月17日 2007年08月01日 2008年04月01日
09時 21時 09時
地上の風の強さ[m/s]
高層の風の強さ[m/s]
(ジオポテンシャル高度[m])
観測された日時
3.8 3.2 3.1
3.6 (31) 3.1 (31) 2.1 (31)
8 (183) 5 (180) 9 (188)
9 (500) 6 (480) 11 (499)
9 (831) 3 (774) 14 (802)
2007年06月01日 2007年05月08日 2008年01月01日
09時 09時 21時
地上の風の強さ[m/s]
高層の風の強さ[m/s]
(ジオポテンシャル高度[m])
観測された日時
1.2 1.6 0.9
1.9 (31) 1.7 (31) 1.0 (31)
5 (180) 2 (180) 1 (224)
4 (480) 5 (480) 0 (597)
2 (774) 2 (774) 1 (952)
2009年02月17日 2007年06月01日 2008年08月08日
21時 21時 9時
地上の風の強さ[m/s]
高層の風の強さ[m/s]
(ジオポテンシャル高度[m])
　この3つの表を比較すると、ほぼ「地表面での風の強弱と高層での風の
強弱は、同様の傾向がある」と言える結果が得られている。特に表 
6.1.2.1の地表面の風が強い場合と表 6.1.2.3の地表面の風が弱い場合を
比較した場合では、狙い通りの「地表面で風が強いときには高層でも風が
強く、地表面で風が弱いときには高層でも風が弱い」という傾向がはっき
りと得られている。
　この結果から東京タワー、群馬大学(桐生市)間の電波の伝搬経路付近の
地表面の風の強さを調べることによって、電波伝搬に影響を与える程の風
が吹いているかどうかを、判定することができると言える。
 6.2.地震に伴う伝搬異常と風速の関係
　伝搬異常を伴うと予想された7 回の地震発生前の最大風速を検証する。伝搬
異常と「関連性あり」の場合と「関連性なし」の場合に分けて比較する。気象
データは、地表面で観測されたものである。
　まず、伝搬異常と「関連性あり」と判定された3 回の地震の検証方法である。
こちらは関連性のある伝搬異常の観測された時間帯が分かっている。よって、
伝搬異常が風によって観測されなくなる条件を調べるには、伝搬異常観測時の
風速を調べればよい。そこで3 回の地震について、それぞれに関連性のある伝
搬異常観測時の最大風速を表にまとめる。
　 次に伝搬異常と「関連性なし」と判定された4 回の地震の検証方法である。
こちらは関連性のある伝搬異常が観測されていない。しかし、本研究では伝搬
異常と地震の発生時間間隔が、48時間以内の場合を「関連性あり」としている。
そのため、地震発生の直前から48 時間前のどこかの時間帯で、地震に伴う伝
搬異常が発生していた可能性がある。その場合、地震と関連性があると考えら
れる時間帯において、最大風速が電波伝搬に影響を与えた可能性が高い。そこ
で4回の地震について、地震発生直前から48時間前における最大風速を表にま
とめる。
 6.2.1.各気象観測地点での風速
　気象データの観測地点は東京タワー、群馬大学(桐生市)間の電波の伝搬
経路付近から選ぶ。埼玉県では熊谷、さいたま、越谷、久喜、東京都では、
東京、練馬の計 6ヶ所である。解析対象となる7回の地震と6ヶ所の気象
観測地点の場所を地図にまとめたのが図 6.2.1.1である。
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　そして、それぞれ上記の方法で風速を抽出した。
　注意事項として、気象庁の気象データの観測方法は場所によって異なる。
観測地点の中で、「気象台」で観測しているのは「東京」「熊谷」のみで
あり、その他は「アメダス」による観測である。「アメダス」ではごく最
近まで「気象台」とはデータ処理の方法が違っていたようだ。そのため、
「気象台」と同等の情報はごく最近からでないと得られず、いつから「気
象台」と同様のデータを得られるようになったかも観測地点によって異な
る。
　下記に地震発生前の最大風速をまとめた。表 6.2.1.1が熊谷、東京、
練馬、表 6.2.1.2がさいたま、越谷、久喜で観測された気象データから
最大風速を抽出したものである。
39
図 6.2.1.1:解析対象となる地震の震央と気象観測地点
　上記の6ヶ所の最大風速から、7回の地震を伝搬異常と「関連性あり」
の場合と「関連性なし」の場合に分けて比較する。その結果、どの気象観
測地点においても、伝搬異常と「関連性なし」と判定された地震発生前に
は、「関連性あり」の場合よりも、強い風が吹いていた。6ヶ所の気象観
測地点は全て関東平野であり、気象は似たような傾向にあると考えられる。
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表 6.2.1.1:地震発生前の最大風速(熊谷、東京、練馬)
表 6.2.1.2:地震発生前の最大風速(さいたま、越谷、久喜)
伝搬異常と関連性のあった地震 熊谷 東京 練馬
地震の日付 震源地
2008/05/01 07:34 千葉県東方沖 1.1 2.1 0
2007/08/18 13:36 千葉県北東部 2.5 2.1 0
2007/05/08 21:01 茨城県南部 2.5 2.4 0
伝搬異常と関連性のなかった地震
地震の日付 震源地
2009/02/17 04:54 千葉県南部 9.1 7.5 2
2008/08/20 15:13 茨城県南部 4.9 5.8 2
2008/08/08 12:57 神奈川県東部 3.8 5.7 2
2007/06/02 14:43 茨城県南部 4.5 6.5 2
最大風速[m/s] 最大風速[m/s] 最大風速[m/s]
最大風速[m/s] 最大風速[m/s] 最大風速[m/s]
伝搬異常と関連性のあった地震 さいたま 越谷 久喜
地震の日付 震源地
2008/05/01 07:34 千葉県東方沖 1 2 1.0
2007/08/18 13:36 千葉県北東部 2 1 1
2007/05/08 21:01 茨城県南部 1 0 0
伝搬異常と関連性のなかった地震
地震の日付 震源地
2009/02/17 04:54 千葉県南部 7.4 6.5 4.5
2008/08/20 15:13 茨城県南部 5 3 3.5
2008/08/08 12:57 神奈川県東部 3 3 3.6
2007/06/02 14:43 茨城県南部 4 3 3
最大風速[m/s] 最大風速[m/s] 最大風速[m/s]
最大風速[m/s] 最大風速[m/s] 最大風速[m/s]
 6.2.2.震央から最も近い点での風速
　次に上記の章の表の中から、7回のそれぞれの地震において、震源から
最も近い観測地点の風の強さを抽出する。その地点が電波伝搬が地震の前
兆現象による影響を最も強く受けている点であり、その地点での風速が伝
搬異常の観測に大きく影響すると考えてのことである。その結果が表 
6.2.2.1である。
　この検証でも「異常電波伝搬と関連性のなかった地震の前の方が強い風
が吹いていた」という結果が得られた。
　このことから観測される異常電波伝搬と電波の伝搬経路での風の強さに
は関連性がある可能性が高い。
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表 6.2.2.1:地震発生前の最大風速(震央から最も近い気象観測
地点)
異常伝搬と関連性のあった地震
地震の日付 震源地
2008/05/01 07:34 千葉県東方沖
2007/08/18 13:36 千葉県北東部
2007/05/08 21:01 茨城県南部
異常伝搬と関連性のなかった地震
地震の日付 震源地
2009/02/17 04:54 千葉県南部
2008/08/20 15:13 茨城県南部
2008/08/08 12:57 神奈川県東部
2007/06/02 14:43 茨城県南部
最大風速[m/s]（場所）
2.1（東京）
2.1（東京）
0（久喜）
最大風速[m/s]（場所）
7.5（東京）
3.5（久喜）
5.7（東京）
3（越谷）
 7.予想される伝搬異常の発生原因
　本研究で得られた結果から、伝搬異常が観測される原因について、下記の仮説を
立てる。
　地震の前兆現象として、震央付近の上空にイオン濃度の濃い空間が発生する。そ
の空間が電波の伝搬経路上に発生した場合、通過する電波に影響を及ぼす。しかし、
強風によりその空間が攪拌されてしまい、伝搬異常が観測されなくなる可能性があ
る。
　この場合、章と6.2.2章で検証した風速は、伝搬異常と「関連性あり」と判定さ
れた地震発生前の風速は、イオン濃度の濃い空間を攪拌させるまでには至らないと
考えられる。そして、伝搬異常と関連性なしと判定された地震発生前の風速では、
イオン濃度の濃い空間を攪拌させてしまうと考えられる。まとめると次のようにな
る。
　風が弱い場合には、地震の前兆現象として発生したイオン濃度の濃い空間が、撹
拌されることはない。よって本研究で観測している見通し内VHF帯電波は、この空
間を通過するときに大きく影響を受ける。そして電波は様々な方向に屈折する。そ
のため、受信点で観測される電界強度は、大きくなる場合も小さくなる場合もある
が、平均値から大きく外れた値になる。図にすると下記の図 7.1のようなイメージ
になる。
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図 7.1:風が弱い場合の電波伝搬
　風が強い場合には、地震の前兆現象として発生したイオン濃度の濃い空間が、撹
拌されてしまう。よって本研究で観測している見通し内VHF帯電波は、この空間を
通過することによる影響はほとんど受けない。そして電波はほとんど日常と同様の
伝搬をする。そのため、受信点で観測される電界強度も、日常とほとんど変わらず、
ほぼ平均値に近い値になる。図にすると下記の図 7.2のようなイメージになる。
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図 7.2:風が強い場合の電波伝搬
 8.相関
　相関係数とは、2つの確率変数の間の相関(類似性の度合い)を示す統計学的指標で
ある。原則、単位は無く、-1から1の間の実数値をとり、1に近いときは2つの確率
変数には正の相関があるといい、-1に近ければ負の相関があるという。0に近いと
きはもとの確率変数の相関は弱い。因みに1もしくは-1となる場合は2つの確率変
数は線形従属の関係にある。変数 Xと変数 Yの相関係数ｒは、次の式から求めること
ができる。
　図 8.1のときは rが正のときで、「正の相関関係」（Xも Yも増加（減少）する）
図 8.2のときは rが負のときで、「負の相関関係」（Xが増加すると Yが減少する）。
図 8.3のときは rがほぼ0のときで、相関関係はほとんどない。
44
図 8.1:r>0
　そして、相関関係の大きさのめやすは一般的に以下の表 8.1ように表される。
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図 8.2:r<0
図 8.3:r≒0
表 8.1:相関関係の目安
相関係数 相関関係
ほとんど相関がない
やや相関がある
相関がある
強い相関がある
きわめて強い相関がある
0.0〜± 0.2
± 0.2〜± 0.4
± 0.4〜± 0.7
± 0.7〜± 0.9
± 0.9〜± 1.0
 9.偏波の回転
　見通し内VHF 帯電波伝搬に現れる伝搬異常が、対流圏内の異常によるものである
ことを確認することを目的として、伝搬異常観測時に偏波が回転しているかどうか
を検証する。
 9.1.ファラデー回転
　ファラデー回転とは、電波の偏波面が回転する現象である。この現象は地球
を取り巻く磁力線および電離圏中の成分である右旋、左旋円偏波電波のそれぞ
れの位相速度が電離圏中で異なることにより生じる。回転角度はほぼ周波数の
2乗に反比例する。したがって、数 GHz より高い周波数では偏波面の回転量が
小さいので、ファラデー回転による位相や強度への影響はほとんど無いと考え
ることができる。
 9.2.他研究
　他研究でも地震の前兆現象は大気圏に発生すると報告している。下記が見通
し外 VHF帯電波の解析の例である。
　調布小金井に受信点を設け、仙台のFM放送の周波数にセットして方向や仰
角の異なるアンテナを持つ 6台のディジタル同調受信機で観測し、直接電界強
度の測定をおこなった。地震と関連があった散乱波は水平または45度の仰角
のアンテナを持つ受信機が強い電界強度の変動を記録したが鉛直のアンテナを
持つ受信機ではほとんど変動は観測できなかった。またアンテナの素子の向き
を鉛直にして仰角を水平に向けた受信機では地震に関係する散乱波(地震散乱
波)は観測きれていなかった.本来 FM放送は水平偏波で行われているが、電離
層でこれが反射されるとファラデ一回転により垂直偏波成分も混入するはずで
ある。しかし実際には受信されないことや仰角の低いアンテナが強い散乱波を
観測したので、地震散乱波が電離層よりも低い大気圏内の孤立した散乱体で発
生している可能性が高いことを示している。
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 9.2.1.図による検証
　もし伝搬異常が観測される原因が電離圏で発生していれば、ファラデー
回転が発生する。そして、受信点における水平偏波の電界強度が小さくな
るとともに、垂直偏波の電界強度は大きくなる。それに対し、伝搬異常が
観測される原因が大気圏で発生していれば、ファラデー回転は発生しない。
　そこで本研究では、偏波の回転を検証するため、2007年 2月から観測し
てきた水平偏波に加えて、2008年 11月から垂直偏波も観測を開始した。
　伝搬異常の例として、2009年 7月 20日にフジテレビのアナログ映像波
(193.25MHz)で観測された伝搬異常を図 9.2.1.1に示す。1000日以上にわ
たり観測した水平偏波の電界強度に統計解析を行い、平均値 m、標準偏差
σを求め、m ±3σを正常限界とした。4時から5時30分に m－3σを下
回る電界強度が観測され、伝搬異常と判定されている。この約 47時間後
の2009年 7月 22日 3時 56分に茨城県北部を震源とする、マグニチュード
4.2、深さ89km、電波の伝搬経路からの距離74.3kmの地震が発生している。
このこのとき水平偏波で観測された伝搬異常は、V字型に落ち込む形で観
測されている。もしこのとき偏波が回転しているのであれば、垂直偏波は
逆 V 字型に上昇するはずである。しかし、図 9.2.1.1では水平偏波と同
様にV 字型に落ち込んでいる。よって、偏波は回転していないことにな
る。
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図 9.2.1.1:伝搬異常観測時の垂直偏波と水平偏波(2009年 7月 20日フジテレビ)
　伝搬異常の例としてもう1つ、2009年 8月 16日にフジテレビのアナロ
グ映像波(193.25MHz)で観測された伝搬異常を図 9.2.1.1に示す。
図 9.2.1.2と同様に m ±3σを正常限界とした。19時から23時に m＋3σ
を上回る電界強度が観測され、伝搬異常と判定されている。このとき水平
偏波で観測された伝搬異常は、約 4時間日常とりうる正常限界よりも上昇
し続ける形で観測されている。もしこのとき偏波が回転しているのであれ
ば、垂直偏波は逆に約 4時間日常よりも落ち込む形で観測されるはずであ
る。しかし、図 9.2.1.2では水平偏波と同様に上昇している。よって、偏
波は回転していないことになる。
 9.2.2.相関係数を用いた検証
　偏波の回転の有無を確認するため、相関係数を用いた検証も行った。水
平偏波と垂直偏波の間の相関関係を求めた場合に、偏波が回転しているな
ら負の相関関係があるはずである。そして、偏波が回転していないなら正
の相関関係がある。そこで、9.2.1章にある2つの例を対象として検証を
行なった。
　図 9.2.1.1の 2009年 7月 20日にフジテレビのアナログ映像波
(193.25MHz)で観測された例では、伝搬異常が現れている部分である4時
から5時30分に観測されたデータから求めた結果、水平偏波と垂直偏波の
間の相関係数は0.98であった。この値を考察するため、比較対象として
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図 9.2.1.2:伝搬異常観測時の垂直偏波と水平偏波(2009年 8月 16日日本テレビ)
日常取り得る相関係数を求めた。解析対象は、フジテレビのアナログ映像
波で観測された2008 年 11月 5日から1年間の全データである。その結果、
水平偏波と垂直偏波の間の相関係数は0.77 であった。
　図 9.2.1.2の 2009年 8月 16日に日本テレビのアナログ映像波
(193.25MHz)で観測された例では、伝搬異常が現れている部分である19時
から23時に観測されたデータから求めた結果、水平偏波と垂直偏波の間
の相関係数は0.89であった。この値を考察するため、比較対象として日
常取り得る相関係数を求めた。解析対象は、日本テレビのアナログ映像波
で観測された2008年 11月 5日から1年間の全データである。その結果、
水平偏波と垂直偏波の間の相関係数は0.67であった。
　これにより、水平偏波と垂直偏波の間には、日常でも強い相関関係があ
るが、伝搬異常が観測されているときには、さらに強い相関関係があると
いう結果が得られた。すでに他の研究報告にある通り、地震の前兆として
観測される伝搬異常は、大気圏の電波伝搬によるものであることを、伝搬
異常観測時の偏波の回転の有無を検証することによって、確認することが
できた。
49
 10.まとめと今後の課題
　広帯域電波伝搬観測システムを構築し、2007年 2月から連続観測を行なっている。
そして、見通し内VHF帯放送波を対象として、1005日間で観測された電界強度に統
計解析を行ない、伝搬異常を判定した。電波伝搬路周辺を震央とする地震との関連
性について検証したところ、両者の間には関連性が存在する可能性が高い。
　本研究では、下記の条件を満たす地震と伝搬異常に、関連性が存在すると考えて
いる。
地震
・マグニチュード4.5以上
・電波の伝搬経路(東京桐生間)からの距離70km以内
・震源の深さ50km以内
伝搬異常
・3局の放送局で同時に伝搬異常が観測
・伝搬異常と判定されたデータの内、最も大きく平均値から外れたものは m±6σ以 
　上の変動
「関連性あり」とする期間
・伝搬異常が観測されてから2日以内に地震が発生した場合に「関連性あり」と判
定
　またこの条件で、伝搬異常と関連性なしと判定された地震について、その原因に
ついて検証した。そして、伝搬異常と「関連性なし」と判定された地震の前には、
「関連性あり」の場合よりも、強い風が吹いていた。見通し内VHF 帯電波伝搬路周
辺に強い風が吹くことにより、地震の前に現れるはずの伝搬異常が観測されなくなっ
た可能性が考えられる。
　また、すでに他の研究報告にある通り、地震の前兆として観測される伝搬異常は、
大気圏の電波伝搬によるものであることを、伝搬異常観測時の偏波の回転の有無を
検証することによって、確認することができた。
　今後の課題としては、伝搬異常が観測されたが地震が発生しなかった原因につい
て考える必要がある。
 また2011年 7月 24日のアナログ放送の停波に向けて、それに変わるVHF帯電波の
観測が必要である。
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